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研究要旨 

本研究班の目的は、大規模災害時における、被災地の医療機関に対するライフライン支

援（電力、水）について問題点を整理し、医療機関の機能維持に必要となる電力（電源

車派遣、燃料補給）、水の確保（給水）について検討することである。 

研究方法は、ロジスティックに関わる学識経験者により研究班を組織し、医療機関に対

するライフライン支援（電力、水）の研究として、大規模地震時医療活動訓練をはじ

め、DMATブロック訓練等の機会に、直近の大規模災害対応での教訓も踏まえた医療機関

に対する病院の機能維持に必要な、供給すべき量と供給可能量の検証を行うものであ

る。 

本年度においては、令和４年１０月１日実施の大規模地震時医療活動訓練において、南

海トラフ地震を想定し、被災想定県（静岡県、愛知県、三重県、和歌山県）にて実施さ

れた。本訓練では、地震・津波被害想定に基づいた医療機関の被害状況から、病院の機

能維持のために、供給すべき量の検証を行った。 

事前に、補給に必要となる情報をＥＭＩＳ医療機関基本情報に集約を促進し、入力率平

均 86％で実施した結果、電源車派遣 207施設、燃料補給 271施設、給水 435施設に及び

ことがわかった。 

これらの結果より、被災都道府県でのライフライン支援体制の準備等に貢献するものと

考えられる。各医療機関においては、節電、節水計画を事前に立て、BCPへ反映してお

くことが重要であるが、とりわけ補給に必要な情報は、ＥＭＩＳを通じて、平時に共有

されていることが重要である。 

政府の計画においても、具体的に病院への補給の想定、重要性の記載しておくべきであ

る。 
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Ａ．研究目的 

本研究の目的は、前年度研究において、Ｄ

ＭＡＴの指揮系統、地域における運用につ

いて問題点を整理し、ＤＭＡＴの自己完結

性を補完するロジスティックの課題を検討

することであった。そのうち、ロジスティ

ック要員の研修のあり方に関する研究にお

いて、災害時の医療機関への電力や水の補

給のオペレーションについてその手法につ

いて整理を行い、研修内容に反映された。 

今年度においては、大規模災害時におけ

る、被災地の医療機関に対するライフライ

ン支援（電力、水）について問題点を整理

し、医療機関の機能維持に必要となる電力

（電源車派遣、燃料補給）、水の確保（給

水）について検討することである。 

 

Ｂ．研究方法 

研究方法は、ロジスティックに関わる学識

経験者により研究班を組織し、医療機関に

対するライフライン支援（電力、水）の研

究として、大規模地震時医療活動訓練をは

じめ、ＤＭＡＴブロック訓練等の機会に、

直近の大規模災害対応での教訓も踏まえた

医療機関に対する病院の機能維持に必要

な、供給すべき量と供給可能量の検証を行

うものである。 

本年度においては、令和４年１０月１日実

施の大規模地震時医療活動訓練において、

南海トラフ地震を想定し、被災想定県（静

岡県、愛知県、三重県、和歌山県）にて実

施された。本訓練では、地震・津波被害想

定に基づいた医療機関の被害状況から、病

院の機能維持のために、供給すべき量の検

証を行った。 

 

Ｃ．研究成果 

訓練実施県においては、県、保健所、県内

のＤＭＡＴ等により、事前に、自家用発電

機の有無及び稼働時間、受水槽の有無及

び、１日必要量等の病院機能を維持するの

に必要な情報をＥＭＩＳ医療機関基本情報

に集約を促進した。訓練実施までの入力率

は、４県平均 86％（静岡県 90.6％、愛知

県 74.7％、三重県 93％、和歌山県 87％）

であった。 

訓練における想定重症者数は、４県で

62.718人（静岡県：24.000人、愛知県

26.000人、三重県 2.810人、和歌山県

9.908人）とした。 

電力供給及び、完全断水となった場合、病

院機能を維持できないものと仮定し、自家

発電機の無い医療機関は電源車が派遣され

なければ避難、自家発電機があっても稼働

時間が半日で燃料が供給されなければ避

難、水にあっては、受水槽なし及び、受水

槽があっても 24時間以内に給水されなけ

ば避難とし、搬送が必要となる患者数を算

出した。 

その結果、電源車が派遣されなければ避難

となる病院数４県で 46病院、搬送患者数

4.316人となり、燃料補給がされなければ

161病院 19.197人となった。また水の補給

がされなければ避難となる病院数は 448病

院 79.795人となった。 

 

Ｄ．考察 

これらの結果、病院で受け入れるべき重症

患者数が４県で 62.718人に対して、ライ

フライン支援がなされなければ、避難とな

る病院は 913病院であり、搬送となる患者

数は 162.178人にのぼることがわかった。 

災害によって受傷した傷病者を受け入れる

ためにも病院機能の維持は必要であり、ラ

イフライン支援が重要である。 

また、今回は支援に必要となる情報の入力

率が 80％であったが、早期支援及び、効率

的に支援するためにも、医療機関基本情報

の入力率を 100％にする必要がある。 

 

Ｅ．結論 

本研究においては、ライフライン支援のあ

り方、方向性を明示できたもと考える。今

後は、災害時に関わる関係業界との連携を

強化すべく、継続して災害時の協力体制の

構築に向けた意見交換を幅広い関係業界団



 

体と行うとともに、各関係業界団体、関連

民間事業者との連携訓練を実施し、民間と

の連携の具体的なあり方、手法について引

き続き検討を行うことが求められる。 

これらの成果は、被災都道府県でのライフ

ライン支援体制の準備等に貢献するものと

考えられる。各医療機関においては、節

電、節水計画を事前に立て、BCPへ反映し

ておくことが重要であるが、とりわけ補給

に必要な情報は、ＥＭＩＳを通じて、平時

に共有されていることが重要である。 

政府の計画においても、具体的に病院への

補給の想定、重要性の記載しておくべきで

ある。 
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(Damaged Hospital Continuation 

Support:DHCoS) の 開 発  [ 第  2 
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令和４年度大規模地震時医療活動訓練における被災県想定

病院数 搬送患者数 病院数 搬送患者数 病院数 搬送患者数 病院数 搬送患者数 病院数 搬送患者数

19 1,826 49 4,354 9 2,104 17 1,203 94 9,487

13 2,006 50 7,921 23 2,907 31 3,731 117 16,565

11 1,331 23 2,013 4 449 8 523 46 4,316

53 6,437 60 7,264 24 2,879 24 2,317 161 19,197

64 7,768 83 9,277 28 3,328 32 2,840 207 23,513

3 357 2 61 2 58 6 583 13 1,059

47 7,694 38 7,850 12 2,658 16 1,824 113 20,026

94 17,742 166 30,328 38 7,027 24 3,613 322 58,710

144 25,793 206 38,239 52 9,743 46 6,020 448 79,795

想定される搬送数（4県合計） ※現時点でのEMIS病院基礎情報入力率

病院数 211 静岡 愛知 三重 和歌山

搬送患者数 26,052 自家発有無入力率 96.5% 74.7% 93.0% 90.0%

病院数 207 自家発稼働時間入力率 90.6% 60.0% 76.0% 87.0%

搬送患者数 23,513 受水槽有無入力率 96.5% 74.7% 93.0% 90.0%

病院数 271 休日の平均使用量入力率 88.2% 37.8% 55.0% 75.0%

搬送患者数 59,929

病院数 435

搬送患者数 78,736

燃料が供給されなければ搬送

水が供給されなければ搬送

64,894

即時避難（倒壊・津波浸水）

24,000 26,000

総病床数（床）

想定傷病者総数（人）

想定重症者数（人）

建物倒壊の可能性（震度6弱以上、耐震性無し、耐震診断未）

ライフライン（自家発電なし）

ライフライン（自家発電あり、燃料半日未満）

4県合計

133,277

231,796

62,718

電源車がなければ搬送

9,908

36,469

静岡県 愛知県 三重県 和歌山県

18,866 13,048

74,000 100,000 17,810 39,986

津波浸水

ライフライン（電力） 計

ライフライン（断水、受水槽なし）

ライフライン（断水、受水槽あり、24時間未満）

ライフライン（断水、受水槽あり）

ライフライン（水） 計 

2,810
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研究要旨 

 本研究の目的は、大規模災害時における医療コンテナ活用といった観点から、如何にすればそれを最大限

に活用できるのかについて具体的提言をすることである。よって医療コンテナの定義や活用事例など現状を

明らかにするとともに、それらの必要性及び過去の災害活用における課題、大規模災害時活用への課題抽出

に向けて実証訓練の検証項目の検討と結果の検討を実施し課題抽出を実施する。以下の3点に関して研究を

実施する。 

1.国内の医療コンテナ等の活用事例の収集・分析に関する研究 

 国内で現在使用されているタイプ・種類等の比較・分析・整理を実施する。またどのようにその役割果た

しているのかを確認し、タイプ・種類等の比較分析やその法的手続きについて課題抽出と分析を行う。 

2.海外における医療コンテナ等の活用事例の収集・分析に関する研究 

 海外で現在使用されているタイプ・種類等の比較・分析・整理を実施する。またどのようにその役割果た

しているのかを確認し、タイプ・種類ごとの比較分析や国内活用へ向けての課題抽出と対応策について研

究を行う。 

3.災害訓練や実災害時おける医療コンテナ等の有用性と今後の体制整備に関する研究 

 災害訓練や実災害時・感染症対策おけるその有用性の検証並びに課題抽出と対応策の分析及び法的手続

きの検証を行う。 

A. 研究目的 

 本研究の目的は、大規模災害時における医療コン

テナ活用といった観点から、如何にすればそれを最

大限に活用できるのかについて具体的提言を実施

することである。そのために、現状を明らかにする

とともに、それらの必要性及び過去の災害時におけ

る活用の課題の整理・大規模災害時活用への課題抽

出に向けて実証訓練の検証項目の検討と結果の検

討を実施し、それらの課題抽出を実施する。 

B. 研究方法 

 令和3年度有識者会議資料および医療コンテナ

に関する議員連盟での説明内容及び実習訓練、学

会発表から分析・検討を実施する。 

C. 研究成果 

令和3年度、有識者会議における医療コンテナ調

査報告書によると以下のように示されている。 

1. 医療コンテナの定義について

(1) トレーラーハウス 

「トラベルトレーラー・パークトレーラー・カー

ゴトレーラ ー・コンセッショントレーラー・オ

フィストレーラー等のトレ ーラーを一定の場所

に定置し、土地側の給排水配管電気等の接 続が

工具を使用しないで脱着できる構造体であり、公

道に至る 通路が敷地内に確保されており、障害

物がなく随時かつ任意に 移動できる状態で設置

したもの」を指す。 

(2)フラットパックコンテナ 

 輸送と展開を容易に行うことのできる構造を有

したコンテナ を指す。輸送時に平らに折りたたみ、

活用時に現場で組み立て て用いるコンテナであり、

折りたたまれたコンテナを４台重ね ることで、IS

O20 フィートコンテナと同サイズになる。窓やド 

ア等の基礎建設物品がコンテナの間に収納されて

搬入される。 フラットパックコンテナ１台当たり 

15 ㎡であり、コンテナを 複数連結することで用途

に応じた床面積に拡張可能である。 

(3)医療コンテナについて 

医療コンテナは、コンテナ等の中に医療資機材を

搭載することで、医療機能を運搬可能 にする「医

療モジュール」の一種として位置付けられている6。

医療コンテナは、車輪と一 体型のトレーラーシャ

ーシ型である「移動型」と、現場にて組立・設置を

行う「設置型」 に大別される。医療資機材の運搬

のみならず、コンテナ内で医行為を行うことができ

るものとした。 

 移動型の例としては、東千葉メディカルセンター 

のCoMUⓇ（Container Medical Unit、陸上自衛

隊の野外手術システム、設置型の例としては、ノル

メカエイシアのフラットパックコンテナ、EMCcor

eオフグリッド型簡易陰圧 PCR 検査室などがあげ

られる。 



2. 活用事例 

 令和3年現在、災害医療分野で活用された事例は

以下のとおりである。 

(1) 岩手県立大槌病院 

2011年、フラットパック型 

東日本大震災で発生した大津波災害に より病院

機能を喪失した岩手県立大 槌病院の代替仮設診療

所として活用された。 

今後の展開においては、日本国内での実績の積み

上げ、認知度の拡大、国内の活用環境 に即したス

ペックの設定やアレンジ等が必要になる。ただし、

基本的にフラットパックコ ンテナの供給はオーダ

ーメイドであり、メーカーではユーザーの要求に応

じて柔軟に対応 できるとしている。 また、医療機

器・医療資機材の全般的な課題として、ユーザー（医

療従事者）の意見を より色濃く反映した製品品質

の実現が望ましい。海外の医療機器・医療資機材メ

ーカーで は、開発・設計の段階で医療資格を持つ

医療従事者の声を幅広く取り入れており、医療コ 

ンテナをはじめとした災害時の医療機器・医療資機

材についても、品質の全体的な向上が 普及の上で

望ましい。 この他、災害時の活用においては、医

療コンテナの輸送、展開等のロジスティック面を 

誰が担い、どのように運用するかを平時から検討す

べきとされる。 法手続きについては、災害時であ

っても一定の手続きが必要であることについては

理解 が示されている。一方で、より円滑な手続き

（書類等のやり取りの簡素化、テストデータ の提

出）のために平時から事業者、行政の連携と災害時

に必要となる手続き等の明確化が必要との意見が

あった。と示されている。 

(2) 大阪赤十字病院 

2012年、コンテナ型  

dERU 医療資機材の輸送に加え、エックス線 検

査室としても活用可能な医療コンテ ナが導入され

ており、東日本大震災、 熊本地震にて活用された。 

今後の活用方 針として、大阪府等からの要請に

応じて 2025 年の大阪万博での活用も可能として

おり、G20 大阪サミットでの活用ノウハウを生か

すこともできるとしている。今後はレントゲン装置

 の買い替えが必要であるので、こういった災害救

護用設備への補助金制度があれば活用し たいとの

ことである。 なお、化学汚染事故や原子力災害等

の特殊災害への活用は、dERU チームの運用面、安

全 面で課題があることから検討されていない 

(3) 薗小学校 

2018 年 トレーラー ハウス  

西日本豪雨災害で発生した水害により甚大な被

害を受けた倉敷市 真備町の避難所にて、仮設の野

外診療所として活用された。 

医療モジュールとしてテントと比較した場合、ト

レーラーハウスは一定の耐候性が維持 され、外部

との空間も区別することができる。また、空調設備

の設置により快適な診療空 間を保つことができる。

診療が終わると、医療従事者の休憩室として活用も

可能となった。 休憩室として活用する場合におい

ても、テントよりも快適な環境を維持することがで

きた。問題点としては、牽引車がないと移動できず、

機動性に欠ける点が挙げられる。また、テントは複

数台を並置することでスペースを拡張することが

できるが、トレーラーハウス は一台ごとに独立し

ており連結することができないため、拡張性の面で

劣る。また、車両であるため地面との段差が生じタ

ラップを必要とする。と示されている。 

(4) 自衛隊 

野外手術 システム  

2004 年の新潟県中越地震、2011 年の東 日本大

震災、公的イベント（G20 サミ ット等）における

ダメージコントロー ル手術のために活用された。

また自衛隊の海外派遣（イラク復興支援、スマトラ

島沖地震、ルワンダ難民救援等）においても活用さ

れた。 

医療モジュールとして野外手術システムをテン

トと比較すると、野外にて外科手術を行 う上で、

気密性や清浄性の面でテントよりも優れている。 

一方で可搬性（持ち運びやすさ）の観点で医療コン

テナとテントを比較すると、輸送に トレーラーや

船舶、輸送機等を必要とすることからテントに劣る。

特に野外手術システム は、複数のコンテナ、電源

車等の組み合わせにより起動が可能となるため、自

衛隊のよう な輸送手段を有する特別な組織でない

と扱うことは難しい。と示されている。 

(5) 熊本市民病院 

2016 年 MC-Cube  

喪失した病院機能のバックアップとし て、CT 

検査装置を搭載した医療コンテナが活用された。 

2.これまでの活用実績のまとめ 

 国内の災害医療分野にて医療コンテナが活用さ

れている事例は、東日本大震災、熊本地 震、平成 

30 年７月豪雨（西日本豪雨災害）にとどまる。ま

た、災害医療を想定した平時の イベント活用とし

ては、2016 年の G7 伊勢志摩サミット、G20 大

阪サミットが挙げられる。 

 災害の種類としては地震がメインであり、この他

西日本豪雨災害にて水害における活用 （トレーラ

ーハウス）実績が確認できる。 導入された機材に

ついては、日本赤十字の dERU が最も多く、大阪

赤十字病院の医療コン テナ（コンテナ型 dERU）

が検査目的で活用されるケースが多い。熊本地震で

は、CT 検査を 目的とした CT コンテナ（車）が

導入されている。活用開始までの日数では、dERU

 が最長３ 日以内となっており、急性期以降の医療

ニーズに対応可能である。病院機能 のバックアッ

プ目的で導入された事例については、１ヶ月以上が

経過した段階で導入され、活用期間も数ヶ月を超え

るケースが多い。と示されている。 



 

3.医療コンテナの役割と活用方法 

(1)医療コンテナの役割について 

医療コンテナは、医療モジュールであることから、

医療機能を輸送できるという基本的な 役割を果た

す。コンテナを用いてモジュール化することで、現

場での建設や機器の設置、接 続等の工程を省くこ

とができることから、医療機能を素早く立上げ・展

開することができる。 医療コンテナは、医療機能

の輸送に加え、診療機能を有する。診療機能として

は、検査、 外傷処置・小外科手術がメインである。

検査としては、エックス線検査や CT 検査、血液検

 査を行うことができる。この他、陸上自衛隊の野

外手術システムでは、外科手術（ダメージ コント

ロール手術）が可能である。フラットパックコンテ

ナは、診療所の機能を代替することができる。活用

目的によってさまざまな設備を組み込むことがで

き、病床の設置も可能である。一方でフラットパッ

クコンテナについては、広範な診療機能を担うこと

ができる反面、現場での建設を必要とする。 

避難所に仮設診療所を設置する場合、医療コンテ

ナを活用することで、避難所生活と診療 所の運営

を両立することができる。避難所は被災者の生活ス

ペースとなるため、仮設診療所 を設置する場合に

は、生活スペースと空間的に区別することが望まし

い。テントによる仮設 診療所の設置も可能ではあ

るが、耐候性や気密性の面で懸念が残る。この他、

仮設診療所と 生活スペースを区別することにより、

仮設診療所の診療時間を自由に設定できる。災害か

ら １週間程度が経過した段階で、夜間の診療ニー

ズが拡大する。仮設診療所を生活スペースと 区別

することで、被災者の生活リズムに支障をきたすこ

となく夜間診療を行うことができる。 西日本豪雨

では、これらの背景を踏まえ、トレーラーハウスが

採用されている。 医療コンテナは、被災した病院

機能の補完目的でも活用されている。熊本地震では、

被災 した熊本市民病院にて、CT 検査装置を搭載

した医療コンテナが導入されたことで、新規外 来

患者の受入れ再開が可能となった。 その他、災害

時の機能として、医療従事者の宿泊・休憩スペース

としての活用も可能であ る。災害時には、被災地

外から様々な医療チーム、ボランティア等が援助と

して参集するた め、宿泊・休憩用のスペースの確

保が困難となる場合が想定される。医療コンテナは、

気密 性・耐候性に優れ、空調設備が活用可能であ

ることから、医療従事者の宿泊・休憩スペース と

して有効活用されている。 

 

 

4.医療コンテナ等代替医療施設の必要性 

 神戸学院大学現代社会学部前林教授による関係

議員連盟での説明資料によると、「ワールドリスク

報告書2016」（国連）から自然災害に遭いやすい国

かどうか（被災可能性）で、日本は世界４位と示さ

れている。種類も多く、地震、津波、台風、豪雨、

土砂崩れ、洪水、火山噴火、竜巻、豪雪による災害

などである。 

 将来必ず発生する地震として、以下が示されてい

た。 

◇海溝型 
・南海トラフ巨大地震 
マグニチュード9.1 震度７ 津波最大高３４ｍ 

・北海道沖の千島海溝における地震 
内閣府が「巨大地震の発生が切迫している」と発
表。マグニチュード９．３ 震度７ 津波最大高
約２８ｍ 死者10万人  

・東北沖の日本海溝における地震 
内閣府が「巨大地震の発生が切迫している」と発
表。マグニチュード９．１ 震度７ 津波最大高
約３０ｍ 死者19万９千人  

◇内陸型 
・首都直下地震  

30年以内70％   
マグニチュード7クラス 最大震度７ 
南海トラフ巨大地震の前兆としての内陸地震 
の多発 

 また、南海トラフ地震による津波想定浸水域にあ

る災害拠点病院数は119施設あり、内44施設が浸水

もしくは浸水の可能性ありと示されている。 

 よってそれに代わる緊急災害拠点となり得る緊

急医療施設が必要となる。それも診療所規模ではな

く、医療コンテナを十数個から数十個組み合わせた

病院規模が求められる。と示されていた。 

5.実証訓練の必要性と検証項目案について 

研究協力者中田は関係議員連盟で実証訓練の必

要性と検証項目案の説明を実施した。 
医療コンテナについては、現在まで様々な調査団

体により調査が実施されて以下の内容が明らかに
なっている。 
・定義 仮称 トレーラー車両型  

組み立て据え置き型ほか 
・有効な活用法   
コロナ対策検査・発熱外来等 災害時医療支援等

 スポーツイベントほか・・ 
・法的規制について  
建築基準法 医療法ほか・・  
(仮設建築物・診療所開設) 

・具体的運用 立地・電源・給排水・人ほか 
今後は、実証実験もしくは実証訓練を積極的実施
していく必要がある。特に災害時における医療コ
ンテナ活用の検証は急務である。 
以下検証項目案を示す。 

◇想定(前提) 
被災地内主要医療機関が機能喪失。当面の間の代
替え医療施設としての役割を担う・・ 

◇設営関係 
〇立地条件    
安全性・機能性・プレゼンスほか 

〇医療支援活動プランと医療コンテナのタイプ
選択  

 仮称トレーラー車両型or組み立て据え置き型
ほか ※ニーズやプランによる・・ 

〇設営時間及び必要人数  



〇ライフライン関係 電気・給排水・通信・空調・
医療廃棄物・トイレほか  

〇法的規制の確認 
 必要な手続き 建築基準法 医療法ほか・・ 

(仮設建築物・診療所開設) 
◇運用関係 
〇運用主体 組織体制・当該病院職員ほか支援医
療機関他機関連携について 

(DMAT・救護班・地域医師会・看護協会・薬剤師
会・民間医療団体ほか) 
〇診療内容 診療内容の検討 
(各医療圏との連携を含む) 
〇物資供給 薬・医療資機材ほか 
〇導線管理 患者・カルテ・検査・医療資機材 
ほか 

〇撤収条件 被災地状況・撤収時間・必要人数 
ほか 

◇その他 
〇広報 〇移動手段(バスほか) 〇その他 
これらを示した。 
 

5. 医療コンテナ実証訓練実施について 

 以下の通り、DMAT事務局の協力を得て医療コン

テナ実証訓練を実施した。 

(1) 訓練概要 

・背景 

厚生労働省単独での訓練時期・場所・資機材・人

員等の確保が困難であることから、関係機関の協力

を得て、令和４年度大規模地震時医療活動の場を活

用して検証するに至った。既製品としての「医療コ

ンテナ」は存在しないため、本訓練では茨城県でコ

ンテナホテルの一部で会議室と展示されてい るコ

ンテナをレンタルし、設置後に医療資機材を配置し

て医療コンテナとしての有用性を検証する。 

・目的 

静岡空港ＳＣＵに医療コンテナを設置し、災害時

における医療コンテナによる診療能力の有用性を

検証する。この際、医療 法人伯鳳会曳舟病院の検

査車両及び電源車両を増強し医療コンテナの運用

能力を確保する。 

・日時  

令和４年１０月１日（土） ８：００～１７：００

（予定） ※入場時間について要調整 

・場所 

 富士山静岡空港 別紙「中部ＳＣＵ（富士山静岡

空港）」 

「富士山静岡空港関連施設図（その１・２）」 

・参加者他人数 

検証責任者：厚生労働省厚生労働省医政局地域医

療計画課 西竜一 以下３４名 

・検証項目 

① 医療コンテナの搬送  

② 医療コンテナの設置及び撤収  

③ 医療コンテナの運用  

④ 他施設等（空港事務所、格納庫内のＳＣＵ診

療部門、検査車両等）との連携  

・主な資機材 

コンテナ（エアコン付き）、搬送用ユニック車両

 医療コンテナ内配置配置器材（モニター、人工

呼吸器、輸液ポンプ、ＡＥＤ、ストレッチャー、

機械台等） ・検査車両（ＣＴ検査）、電源車両

（臨床検査、電源） 別紙「医療コンテナ」、「検

査車両」 

・訓練上の留意事項 

①空港入場者及び車両の確実な把握と表示 →申

請書類の確実な提出、集合時間・場所の厳守、参

加者の識別表示（ビブス着用）の徹底 ②訓練間

の安全管理の徹底 →移動経路・訓練地域・立入

禁止区域の周知徹底、コンテナ設置路面の養生、

ヘルメットの着用、安全係の配置等 ③本来の静

岡空港SCU訓練を阻害防止 →担当コントロー

ラー等との緊密な連携 

・服装・携行品 

身分証明証、活動しやすい服装、ヘルメット、

職務識別用ビブス（DMAAT事務局で全員分を準

備）、昼食、雨具（降雨時） 

・安全管理 

 関係規則を遵守し、訓練事故の絶無を期す。 

(2) 訓練結果と考察 

・各所要時間 

 

 
 ・コンテナ及び検査車活用について 

厚労省・内閣府防災・内閣官房の意見 

●訓練における運用 

【コンテナ】 

・SCU医療班の運用と整理し、SCUの18床にコ

ンテナの2床を増床し20床として運用した。 

・コンテナ内に簡易ベッドを2床設置し2床運用

としたが、１床と比べて２床は狭い印象を受け

た。２床ではストレッチャーから簡易ベッドへ

の患者移動は困難なため、ストレッチャーをベ

         
    

            
      

                



ッドとしてそのまま活用した方がいいのでは

ないか。 

・コンテナ内の患者を診療する医療従事者につ

いては、人手不足や事前の調整 

不足によりSCU診療班から配置することはで

きなかった。事前にSCU診療班との調整が必要。 

・訓練時にコンテナを活用した症例は、頭部外

傷・意識障害、CT撮影後不搬 

送となった傷病者に対して、地域医療搬送まで

コンテナ内で待機した。 

 
【検査車】 

・CT撮影依頼は10件程度あり、SCUにおいて検査

車両は一定のニーズはあると考えられた。 

・対象患者は、現場から直接搬送された傷病者やS

CUに直接来られた傷病者に対し診断目的で活用 

・また、頭部外傷・意識障害の患者において、不搬

送の判断基準としてCTを活用した。  

○ SCU班からいただいたご意見 

【メリット】 

・プライバシーが確保できるため、乳幼児に対する

授乳室として有用。 

・空調があるのは非常に良い。低体温や熱中症対策

として有用。 

【デメリット】 

・入り口の段差が急。 入り口が狭い。 

・内部環境も狭いので壁を除去し横幅を拡張でき

ないか。暗いので無影灯の設置が必要。 

・医療ガスや吸引等の配管の整備が必要→酸素ボ

ンベやポータブル吸引器で対応可。 

・血液付着等に対応するための床の材質の検討が

必要。 

・SCUと距離が遠い。可能な限り近い方がいい。→

前日に意見をいただき、空港と調整したが緊急搬

送経路を確保することを理由に許可を得ること

ができなかった。また、SCU内への設置が良いと

いう意見もあったが、SCUに屋根もあるためユニ

ックでの設置が困難であった。 

また、実現はしなかったが、訓練参加者が熱中症

になった際の経過観察室としての活用も検討さ

れた。 

 ○関係府省庁からの意見 

【メリット】 

・画像撮影後の処置室として有用。（胸腔ドレーン、

気管挿管等） 

・CT撮影のニーズはあるがSCUの機能を拡張しす

ぎて患者がスタックする可能性があるため留意 

 が必要。 

・今回、実際に会議室として使用しているものが準

備されたが、管理状態は良好であり、株式会社デ

ベロップは「レスキューホテル」を広域に展開し

ていることから現実的な活用も比較的考えやす

いと思われる。 

・災害対応の観点からは、エアコンが備えられてい

るので酷暑時や寒冷地における活用が考えられ

る。ほか、傷病者の処置のみでなくSCUなど現地

本部としての活用等も考えられる。 

・役割を分担するためにテントとの併用が有用。 

・医療従事者等の宿泊・休憩施設としての活用も検

討できるのではないか。 

・CT車は、電源車との一体運用を前提にしている

が、災害時に自己完結できることまでを考えて 

 おり適切。 

・CT撮影以外の機能としてはどのようなものがあ

るか。（他の機能が備わっていればさらに活用の

幅が広がることも考えられる。） 

 【デメリット】 

・直置きで設置したものの10ｃｍ程度の段差はあ

るため、トレーラー型を設置し段差に対応するた

めにリフトを設置した方が効率的ではないか。 

・医療コンテナ内のスペースが限定されることか

ら、医療コンテナ内で実施する災害時医療活動等

を取捨選択しなければならない制約が見て取れ

た。そのため、医療コンテナ内でどのような医療

活動等を実施することにより、医療コンテナの有

効性を最大限発揮して災害時医療全体に貢献で

きるかを検討していくことが必要と考える。具体

的には、災害時医療全体の中における医療コンテ

ナの有効な活用方法（医療コンテナ内で実施する

医療活動内容等）について、引き続き検証を行っ

ていく必要があるものと思われる。 

・また、大規模災害の発災時、現地に到着するまで

一定の時間を要することが考えられるため、発災

後のどの時期に行う医療活動に適しているのか、

といった事項についても災害時医療全体の時間

の流れの中で検証を行う必要があるものと思わ

れる。 

・フォークポケットがついている方が、災害現場で

臨機応変に設置できるため、便利と思われる。 

・コンテナ診療室が有用なのは、酷暑の夏や厳寒の

冬であって、春夏は利便性やコストの観点からも

テント（空調機能付き）の方が有用ではないか。 

・19Ftコンテナでの２床運用は狭い印象。基本１床

運用とし、２床目は同伴家族用等と考えるのが現

実的ではないか。ただし、この場合、コストパフ

ォーマンスが悪くなるため、テントの活用が現実

的ではないか。 

      

          



・直置きの場合、排水のために穴を掘る等の対応が

必要であることを踏まえると、コンテナ内では水

は使わないように運用してはどうか。 

・訓練においてCTは需要があったが、CT撮影を実

施してまでのトリアージがSCUで真に必要であ

ったか、SCU側からの評価が知りたい。 

・CT所見はその場のスクリーンで確認できるが、

印刷もできるのか。印刷にはどの程度時間を要す

るか。 

以上のような結果と意見があった。今後はそれら

を踏まえ今後の活用について検討を加えていく。 

 

6.第28回日本災害医学会総会・学術集会 

 上記の学術集会において、「医療コンテナ」関す

るシンポジウム及びイブニングセミナーを企画・実

施した。 

(1) シンポジウム7 

テーマ「災害時における医療コンテナの活用につい

て」座長 中田 敬司(神戸学院大学 現代社会学

部 社会防災学科)  山下 和範(長崎大学病院災害

医療支援室) 

SY7-1 岩手県立大槌病院仮設診療所建設と医療コ

ンテナの今後について 神戸学院大学 現代社会

学部 社会防災学科 中田 敬司 

SY7-2  大規模災害の切迫性と医療コンテナ配置

の必要性 神戸学院大学 現代社会学部 社会防

災学科 前林 清和 

Sy7-3 海外における医療コンテナの活用について 

一般社団法人 医療コンテナ推進協議会事務局 

徳丸 周志 

SY’-4 COVID-19院内感染・地域医療崩壊の防止を

企図したコンテナ医療ユニット(CoMU)開発とその

効果的な運用法 愛知医科大学病院 高度救命救

急センター 渡邊 栄三 

SY7-5 SCUにおける医療コンテナ及び災害医療車

両を活用した実証訓練の紹介 

国立病院機構本部 災害医療センター 臨床研究

部 小森 健史 

SY7-6 防疫機能を活かした新たな医療コンテナ活

用について 

日本大学 医学部 救急医学系 救急集中治療医

学分野 山口 順子 

 以上6名からの発表の後、ディスカッションを実

施した。詳細の発表スライドは別添1のとおり。 

(2)イブニングセミナー 

 テーマ「医療コンテナ活用における行政上の課題

を考える」 

 座長 中田 敬司(神戸学院大学 現代社会学部

 社会防災学科) 

  総評 古屋 圭司 衆議院議員(コンテナ利用の

緊急時医療施設議員連盟会長・元防災大臣・初代

国土強靭化担当大臣) 

  ・参加関係省庁 

  内閣官房国土強靭化推進室 

  厚生労働省 

  国土交通省 

  総務省 消防庁 

  警察庁 

  環境省 

 上記、担当省庁への事前質問の後、回答とディス

カッションを実施した。 

  関係スライドは別添2のとおり。 

   

D. 考察 

1 災害発生と医療コンテナの必要性について 

災害医療は実災害体験の積み重ねと共に急速に

進歩した。DMAT や災害拠点病院・広域医療搬送・

EMIS などが整備され、現在、スムーズな支援、本

部機能強化及びロジスティクス、病院支援、医療搬

送、避難所対応等の課題に取り組んでいる。さらに

豪雨災害、感染症(複合災害)における医療支援体制

の在り方が問われており、首都直下や南海トラフ

地震等では、圧倒的に医療提供の需要が供給を上

回ると想定されている。 

中でも、現在平成 30 年 12 月に改定された国土

強靭化基本計画の保健医療に関する骨子に従い

様々な体制強化が進められてきた。 

一方で災害・防災に関する技術も進歩した。例え

ば、SIP4D、J-SPEED、通信衛星・映像記録・計

測、ドローン、医療コンテナ、遠隔医療、発電、浄

水、照明機器等である。 

特に医療コンテナは、災害による病院機能喪失

を含む医療空白地帯へのフィールドホスピタルや

SCU の臨時医療施設等の役割が期待されている。

先行研究では、医療テントと医療コンテナの比較

分析の報告はあるが、それを最大限に活用する具

体的提言は未だなされていない。 

特に、国内外の活用事例の収集・分析・船舶活

用への検討、仕様の標準化、災害訓練や実災害

時・感染症対策の有用性の検証並びに課題抽出、

保有機関の検討及び大規模災害時における国全体

や自治体の必要台数等の試算、災害時及び訓練時

の活用マニュアル作成、輸送・移動を含む設置に

必要な法的解釈と手続き、平時を含むイベント等

多数傷病者事案等の有用性の検証並びに課題抽出

と対応策の分析・検討が必要と考察する。 

 特に、前述の前林氏の報告のように、南海トラフ

地震発生の想定を考えると、災害拠点病院にも多

大なダメージが考えられるため、医療提供が極め

て根幹な状態になることは容易に予想できる。こ

のことから、これらについては早急に整備を実施

していく必要があると考察する。 



 

2.実証訓練について 

 富士山静岡空港でSCUをサポートする施設とし

ての実証訓練を実施できたことは有意義なもので

あった。その上で、様々な意見が抽出され、今後は

それらを活かしながら今後の在り方を検討してい

く必要がある。特に今回の医療コンテナの使用に

ついては、利用価値はあるものの必要性のあるも

のとは言えない結果となった。 

 今後の実証訓練については、標準化の検討をし

たうえで、単発的訓練よりも、被災病院の代替医療

施設として、その役割を確実にしていくことを目

的とし、部分訓練を積み重ね、その上で病院へと展

開につなげる医療施設展開を段階的に実施してい

くことが必要であると考察する。 

  

3. 行政上及び法的課題の検討について 

 前述の岩手県立大槌病院の仮設診療所の建設の

際には、様々な法的制限が被災地への仮設診療所

提供に時間を要すこととなった。今後は、事前にど

のような法的制限があるのか、あるいはそれらの

緩和措置は可能であるのか、などについて検討し

ておく必要がある。 

 そこでイブニングセミナーでは、以下のような

内容について関係省庁に確認を実施した。 

Q  災害発生時「医療コンテナ」は 

  緊急車両通行許可の対象になるか? 

  対象の申請・手続き等について  

   通行時の表示方法及び許可書の発行について 

Q 国際海上コンテナ車（40ft背高） 

  特殊車両通行許可不要区間について 

  規制緩和されているが・・・ 

   医療コンテナ（ISOコンテナ）は 

  海上コンテナ車と同等の理解でよいか? 

Q 災害発生後の道路通行情報の 

  収集方法は? 

Q 酸素ボンベ（医療ガス搭載コンテナ） 

  ヘリウムガス（MRIコンテナ）等の 

  高圧ガス等の通行規制について 

  （トンネル等） 

Q 医療コンテナは車両と地上に設置可能な 

 ハイブリッドタイプ。仮設もしくは 

 常設の設置許可・申請およびその他の 

 届け出・設置期間等 

（車両より外しグランドレベルに設置） 

Q 医療コンテナ、車両タイプ、 

   地上設置タイプの消防法等の規制 

   申請、届出について 

Q  発電機コンテナ等（軽油燃料）等の 

    運搬に対する規制、届け出について 

Q  災害時の医療コンテナ使用時の 

    開設等の申請・確認（保健所の検査等） 

Q 医療コンテナに設置する機器の 

   固定等取扱いに関する課題について 

Q  医療コンテナの周知・連携のための 

  通信規制・手段について 

 (ドクヘリ・救急車等への通信) 

Q 遠隔医療を含む通信環境の課題 

   (災害拠点病院との連携及び 

    通信制限等の規制について) 

Q 医療行為に対する診療報酬の取り扱い 

Q 医療コンテナで使用した医療廃棄物について 

Q 医療コンテナ設置時の排水に関する規制 

Q 今後「医療コンテナ」推進に向けどのように取

り組んでいくのか 

一応の回答は得られたが、これらについては

災害時に機能するのか否かが大きな課題である。 

東日本の教訓を次の災害発生時には活かしてい

くべきであり、今後も法的制限の確認や緩和措

置について検討を進めていく必要があると考察

する。 

 

E. 結論 

 大規模災害時において「医療コンテナ」の有益性

は大いに期待できる。今後は、各都道府県等で活用

できるように、標準化とともにその必要台数や展

開プランの検討、搬送・輸送及び実証訓練が必要で

ある。 

 また、法的制限や緩和措置についても行政機関

とともに継続した検討を進めていく必要がある。 

 

G. 研究発表 

１．論文発表 

    無し 

 

２．学会発表 

 テーマ「災害時における医療コンテナの活用につ

いて」座長 中田 敬司(神戸学院大学 現代社会

学部 社会防災学科)  山下 和範(長崎大学病院災

害医療支援室) 

SY7-1 岩手県立大槌病院仮設診療所建設と医療コ

ンテナの今後について 神戸学院大学 現代社会

学部 社会防災学科 中田 敬司 

SY7-2  大規模災害の切迫性と医療コンテナ配置

の必要性 神戸学院大学 現代社会学部 社会防

災学科 前林 清和 

Sy7-3 海外における医療コンテナの活用について 

一般社団法人 医療コンテナ推進協議会事務局 

徳丸 周志 

SY’-4 COVID-19院内感染・地域医療崩壊の防止を

企図したコンテナ医療ユニット(CoMU)開発とその

効果的な運用法 愛知医科大学病院 高度救命救

急センター 渡邊 栄三 

SY7-5 SCUにおける医療コンテナ及び災害医療車

両を活用した実証訓練の紹介 

国立病院機構本部 災害医療センター 臨床研究



部 小森 健史 

SY7-6 防疫機能を活かした新たな医療コンテナ活

用について 

日本大学 医学部 救急医学系 救急集中治療医

学分野 山口 順子 
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